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１　前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項

該当なし

（２）監査意見

該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３　組織及び業務調べ

課　　　名 係（担当）名

復興支援・企
画調整担当

観光商工担当

総務室

農商工連携チーム ・農商工連携に関すること

中山間地域振興チーム ・中山間地域振興及び移住・定住対策に関すること

課　の　主　な　所　掌　事　務

中部振興課

・県庁・市町・広域連合・県議会・各種団体等との連絡調整に関すること
・地方創生の総括（鳥取創生チームの運営）に関すること
・防災対策・危機管理に関すること
・ＮＰＯ・県民との協働に関すること
・食のみやこに関すること
・県政の公聴活動及び総合相談に関すること
・情報公開制度の運用に関すること
・人権・同和対策に関すること
・鳥取県中部地震被災者の生活復興支援に関すること

・広域観光連携・観光資源の利活用支援に関すること
・中部ふるさと広域連合との観光分野での連携に関すること
・三徳山世界遺産登録の推進に関すること
・とりアート(総合芸術文化祭）に関すること
・国際交流の推進に関すること・産学金官連携の支援に関すること
・商工関係機関との連絡調整に関すること
・企業支援・企業訪問に関すること
・企業自立サポートに関すること
・建設業新分野進出の支援に関すること
・就業支援に関すること
・労働施策全般に関すること

・総合事務所の予算執行、会計事務に関すること
・総合事務所の庶務事務に関すること
・総合事務所の庁舎の保全・管理に関すること
・ワークセンターに関すること
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４　職員の定員、現員調べ
（平成31年４月１日現在）　

当  該
年  度

30.4.1
現在

当  該
年  度

30.4.1
現在

当  該
年  度

30.4.1
現在

当  該
年  度

30.4.1
現在

17 16 1 1 1 1 19 18

(2) (1) (2) (1)
21 17 2 2 1 1 24 20 宮城県派遣１名

育児休業１名

4 1 1 1 5 2
所長　：　定員は事務　→　現員は技術
中部振興課 定数外３名、総務室　定数外１名

8 9 1 1 9 10

５　役付職員の調べ
（令和元年７月１日現在）

備　　　　考

年 月

（兼）中山間地域振興チーム長

（兼）中部振興課長、農商工連携チーム長、中山間
地域振興チームサブチーム長、中部復興支援幹

出納員

中部ふるさと広域連合駐在

中 山 間 地 域
振 興 リ ー ダ ー

山 口 祐 助 １ ３

臨 時 職 員

非常勤職員

氏　　　　 名

所 長 吉 川 寿 明 ０

・防災・県民の声担当　１
・情報発信・県民の声等担当　１
・人権相談員　１
・給与担当　１
・庁舎管理員　１
・文書収受等担当　１
・自動車管理等担当　１
・ワークセンター　２

      　  　種
別

 区分

過不足(△)

 計

現　　　　員

備　　　　　考

事務職員 現業職員

職　 　　　　　名

定　　　　員

在　職　期　間

技術職員

３

３局 長 江 原 修 ０

副 局 長 森 山 貢 ３ ３

上 野 芳 広 １ ３参 事

総 務 室 長 石 河 朋 美 ２ ３

中 部 振 興 課
課 長 補 佐

前 田 俊 和 １ ３

２ ３

〃
課 長 補 佐

高 濱 由 美 子 ２ ３

〃
課 長 補 佐

山 口 博 ５ ３

〃
課 長 補 佐

美 甘 哲 也 ０ ６

〃
課 長 補 佐

丸 山 幹 ０ ３

〃
課 長 補 佐

前 田 美 和

２



６　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 その他

4,782

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

事業主体

支援内容

補助率

【とっとり横断ロングトレイルルート策定イベント】（５００千円）

委託先

事業内容　

（２）ウォーキング大会への支援（２，１１９千円）

事業主体

支援内容

補助率

事業主体

支援内容

補助率
 

※WTC鳥取大会について

※ワールド・トレイルズ・ネットワーク（WTN）について

ＮＰＯ法人未来

継続的な韓国人ウォーカーの誘客につなげていくため、大韓ウォーキング連盟と共同で
実施するＳＵＮ－ＩＮ未来１００ｋｍウォークの経費（韓国から参加するウォーカーが
楽しむことのできるコース開発、プロモーション経費等）の一部を補助した。
 （開催日：１１／１０（土）、１１／１１（日）、参加者：１６６人（うち韓国人１６人））

（ア）

鳥取元気プロジェクト

NPO法人未来

NPO法人未来、日本ウオーキング協会、鳥取県ウオーキング協会、鳥取県中部医師会、
新日本海新聞社、全日本ノルディック・ウォーク連盟、鳥取県ノルディック･ウォーク連盟

大会運営、広報宣伝、国内外からの誘客に係る経費等の事業費の一部を補助した。
 （開催日：６／２（土）、６／３（日）、参加者：延べ２，６３７人）

県内を横断するロングトレイルルートの策定を契機に、ロングトレイルイベントを開催し、
地域の方々にロングトレイルに親しんでいただくとともに、東部・西部地区と連携して
「山の日」記念全国大会に向けて機運を盛り上げた。参加者：１１５名（県外２１名）

【ＳＵＮ－ＩＮ未来ウオーク開催支援事業】（１，８００千円）

ウォーキングコースを世界に通用するコースに磨き上げ、旅行商品化を進めるため、
解説看板や多言語マップの作製、ＡＲアプリを活用したウォーキングコースの整備等
に係る経費の一部を補助した。

２分の１

財源内訳

一般財源

4,782

　　　―

１　豊かな自然でのびのび鳥取らしく生きる  ～鳥取＋ism(イズム)～
（１）　観光・交流
広域連携による観光誘客の推進

　ワールド・トレイルズ・カンファレンス（ＷＴＣ）鳥取大会の成果を活かして、世界に通用するウォーキングコー
スの整備を進め、ウォーキング等を活用した地域づくりとインバウンドの推進を図る。
　また、県中部で開催されるウォーキング大会を通じて、関係団体・住民ボランティアと一丸となって、鳥取県
中部地震からの復興と元気な鳥取県を国内外に発信する。

スポーツツーリズム推進事業(ウォーキン
グリゾートの推進)

決算見込額

定額

【韓国人ウオーカー誘客促進事業】（３１９千円）

２分の１

平成２８年１０月１４日から１７日までの４日間、倉吉未来中心を主会場に日本で初めて開催し（主催：
WTC鳥取大会実行委員会、ワールド・トレイルズ・ネットワーク（WTN））、延べ３３カ国・地域から４，５００
名が参加。大会最終日に「ワールドトレイルズカンファレンス鳥取宣言」に合意した。

・スイス・ジュネーブに拠点を置き、世界のトレイルの発展を目指して活動。
・グローバルなトレイル産業の関係者が集まる場として、ワールド・トレイルズ・カンファレンス（WTC）を
2010年から開催。

元気づくり総合戦略

（イ）

（１）世界に通用するウォーキングコースの整備（２，２７１千円）

中部市町（倉吉市、北栄町）

【ウォーキングコース旅行商品化への支援】（１，７７１千円）

３



（３）新たなウォーキングの取り組み（※中部圏域みんなで地方創生事業を活用）

【ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングin湯梨浜町　羽合温泉・東郷温泉】

事業主体

支援内容

（４）ウォーキングリゾートとっとりの情報発信　３９２千円

ＤＶＤを
放映した
イベント等

イ

・市町と連携し、新たなウォーキングの取り組みを支援した。

ウ

・WTC鳥取大会の成果やネットワークを活かした、世界に通用するコースの整備や次世代を担う人材の育成
に取り組んだ。

・中部地震からの復興と元気な鳥取県を国内外へ発信した。

・SUN-IN未来ウオークには延２，６３７人が参加し、日本有数のウォーキング大会に成長した。
また、SUN‐IN未来１００㎞ウオークには１６６名が参加した。（いずれの大会も約４割が県外参加者）
今後も、ＳＵＮ-ＩＮ未来ウオークは参加者３，０００人を目標に事業を実施する。

平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

（一社）ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズム推進機構と湯梨浜町が協力して開催した、ガストロノミーツーリ
ズム※による地域の観光振興を目的としたウォーキング大会を支援した。

湯梨浜町ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキング実行委員会

大会前日の１１月１７日（土）にＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングの普及促進を目的に
ミニシンポジウムを開催した。参加者：89名
また、大会の記録動画を制作し、とっとり動画ちゃんねる（youtube）に掲載し、SNSを利用
してウォーキングリゾートとっとりの魅力を発信した。

※ガストロノミーツーリズム：その土地を歩きながら、その土地ならではの食を楽しみ、歴史や文化を知る
旅のスタイル。この取組に「温泉」をプラスしたものがＯＮＳＥＮ・ガストロミーツーリズム。

次世代トレイルリーダーの育成・情報発信事業（平成29年度実施）で制作したドキュメンタリーの日本語版
ＤＶＤを制作しイベント等で放映し、鳥取県の自然・トレイル等の情報発信を推進した。

・平成３１年１月２３日からとっとり動画ちゃんねる（youtube）に公開中
・平成３１年２月２３日　第６回ロングトレイルシンポジウム（長野県・小諸市）
・平成３１年３月１５日　とっとり横断ロングトレイルシンポジウム（鳥取市）
・平成３１年３月１６日、１７日　第４回全国「山の日」フォーラム（東京・秋葉原）
・令和元年５月　国際トレイルシンポジウムの閉会式（アメリカ・ニューヨーク）

・ONSEN・ガストロノミーツーリズムと鳥取県内での地域資源を活かした地域振興及び観光振興に
ついてミニシンポジウムを開催し、日本の観光業界の重鎮の方々とのつながりをつくることができた。

・ＷＴＣ鳥取大会の成果を活かして、世界に通用するウォーキングコースの整備とウォーキングを活用した
地域づくりが進んだ。

・次世代トレイルリーダーが、鳥取ならではの自然、歴史、文化を体験できるスポットを踏破する映像を県内
外のウォーキングイベント等で放映し、鳥取県の自然・トレイル等の情報発信を行った。
　また、ＷＴＮを通じてアメリカで開催された国際トレイルシンポジウムでも放映され、高い評価を得た。

成果及び効果

・SUN-IN未来ウオークには６カ国・地域２２人の外国人ウォーカーが参加し、国際色豊かな大会となった。
また、中部地震からの復興と国内外からいただいたご支援への感謝の気持ちを伝える大会となった。

・初めて開催したロングトレイルイベントでは、１１５名（県外：２１名）の参加者の72％の方が距離や
内容に満足、95％の方が、また参加したいと回答するなど高い評価を得た。

・ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングでは、２１２名（県外：８０名）の参加者があり、97％の参加者が
「大変満足」、「満足」と回答するなど好評だった。

・また、（一社）ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズム推進機構から２０１８年リフレッシュコース賞１位で
表彰されるなど高い評価を得た。

・大会の記録動画は、（一社）ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーツーリズム推進機構のフェイスブックにも掲載
されるなど、鳥取県中部の「食」「自然・温泉」「文化・歴史」の情報発信に役立った。
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エ

第1回（H24）

第2回（H25）

第3回（H26）

第4回（H27）

第5回（H29）

第6回（H30）

課 題

・世界に通用するトレイル、旅行商品化へとつなげるため、案内板・パンフレット等の多言語対応、ウォーキ
ングコースの景観整備等の磨き上げをしていく必要がある。

・DMO等関係機関と協力した国内外への誘客プロモーションを一層充実させるなど、県外、海外参加者の
更なる増加に繋がる取組みが必要である。

・とっとり横断ロングトレイルコースの一部として、「伯耆国」ロングトレイルコース」が設定されており、その
周知を引き続き図る必要があるが、ロングトレイルに親しむ取り組みを行っているのは中部だけであり、
県全体で周知を図っていくことが必要である。

・ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングは、温泉とウォーキングを活用した新しいツーリズムとして中部
地域の観光促進に有効と考えられるので、他の市町にも情報提供を継続していくことが必要である。

　137人（個人77人、団体9チーム60人）※うち韓国人14人

　163人（個人111人、団体7チーム52人）※うち韓国人13人

　200人（個人120人、団体11チーム80人）※うち韓国人21人

　166人（個人109人、団体8チーム57人）※うち韓国人16人

（参考：SUN-IN未来ウオーク参加者の推移）

※（　　）は外国人参加者。NPO法人未来は平成16年秋からウォーキングを通した海外交流を開始

（参考：SUN-IN未来１００㎞ウオーク参加者の推移）

　34人（個人15人、団体2チーム19人）※うち韓国人9人

　89人（個人55人、団体5チーム34人）※うち韓国人11人

第1回(H13) 第2回（Ｈ14） 第3回（Ｈ15） 第4回（Ｈ16） 第5回（H17） 第6回（Ｈ18）

約700人 延2,000人 延2,600人 延2,500人 延2,000人 延2,100人

（‐） （‐） （‐） （‐） (延約4人） (延約20人）

第7回（Ｈ19） 第8回（Ｈ20） 第9回（Ｈ21） 第10回（Ｈ22） 第11回（Ｈ23 ） 第12回（Ｈ24）

延2,100人 延2,300人 延2,300人 延2,600人 延2,630人 延2,860人

(延約12人） (延約16人） (延約14人） (延約56人） (延約16人） （延約14人）

第13回（Ｈ25） 第14回（Ｈ26） 第15回（Ｈ27） 第16回（Ｈ28） 第17回（Ｈ29） 第18回（Ｈ30）

延2,698人 延2,214人 延2,620人 延2,409人 延2,710人 延2,637人

（延約36人） （延約12人） （延約18人） （延約26人） （延約89人） （延約31人）

５



６　主な事業に関する調べ（続き）
（単位：千円）

国庫支出金 その他

18,486

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

　国内外でのプロモーション

※一般社団法人鳥取中部観光推進機構について
　圏域版DMOとして中部圏域の観光地域づくりを推進するため、H28.1.18に一般社団法人鳥取中部観光推進
機構に発展改組した。（社員：市町、観光協会、旅館組合、交通事業者、広域連合、県等24団体（梨の花協議会
から引き継ぐ））
　また、日本版DMOの形成･確立を支援するためH27.11.18に観光庁が創設した「日本版DMOの候補となりうる
法人の登録制度」にH28.2.26付で、第１弾となる24候補法人の一つとして登録され、H29.11.28付けで　「候補」
が外れ、「日本版DMO法人」として、正式に登録された。

財源内訳

一般財源
鳥取中部ふるさと広域連合との
広域観光連携推進事業

18,486

　鳥取中部ふるさと広域連合（以下「広域連合」）と連携し、一般社団法人鳥取中部観光推進機構（以下「観光
推進機構」）を支援し、観光地域づくりを推進するとともに、戦略的に国内外からの観光客誘致を促進する。

（１）鳥取中部ふるさと広域連合との連携

決算見込額

　広域連合に駐在している職員が広域連合と連携して、日本遺産三徳山三朝温泉、フラダンス全国大会の開
催などの広域観光商品の造成や誘客、受入環境整備及び国内外への積極的なプロモーション等に参画し、広
域観光振興を推進した。

元気づくり総合戦略

（イ）

　　○対象団体　鳥取中部ふるさと広域連合

　　　―

　　　―

（ア）

　①鳥取中部圏域広域観光連携モデル事業補助金

鳥取元気プロジェクト

　広域観光商品の造成
○ＡＮＡセールス商品「とっとりっぷ」フルーツ便、海の幸便
〇ＡＮＡスカイホリデー「とっとりっぷポイント」鳥取中部ミュージアム周遊クー
ポン

〇外国人観光客の受入環境整備の一つとして通訳案内士・通訳・通訳者
　 の登録（中国語26名、韓国語10名、英語16名）
　 通訳ガイド業務のスキルアップのための研修を実施。

②「鳥取中部広域観光戦略会議」の開催
　 Ｈ２５に策定した「鳥取中部広域観光ビジョン」を推進するため広域連合が主体となって「鳥取中部広域観 光
戦略会議」を設置。中部圏域市町及び観光推進機構、中部総合事務所がメンバー
　 フラダンス全国大会の開催等について協議（１回開催）

　　○補助限度額：15,000千円

　　　　　　　　　　　　広域連合は、鳥取中部観光推進機構へ中部圏域の広域観光業務を委託。
　　　　　　　　　　　　※広域連合からの鳥取県中部観光推進機構への委託費：30,000千円

　＜主な取組内容＞

　おもてなし・受入環境整備

○圏域内のほか東部･西部エリアと連携した周遊スタンプラリーの実施
　（約6,500名参加）

〇とっとりトレンド
　　道の駅駅長厳選の旬の野菜等を宿泊者へプレゼント
　　（4/1～3/31　419名参加）

〇観光案内看板等の設置管理（倉吉駅南口、院庄ＩＣ看板）

〇海外ＡＧＴ訪問（香港30社、台湾14社　ほか）
〇海外マスコミ・ＡＧＴ視察対応等（シンガポール、韓国、台湾ほか 延べ７回）
〇国内情報説明会（中京、関西、広島ほか　延べ７回）
〇国内マスコミ・ＡＧＴ対応（中日新聞ほか 延べ４回）

　情報発信

○癒しの百選データベース化ドローン撮影
〇イベントにおける情報発信
　　中部食のみやこフェスタ（6/23-24)
　　旅まつり名古屋2017（3/17-18）ほか

〇効果的な情報発信
　・メールマガジン配信、SNS情報発信、充実したコンテンツのHP
　　(アクセス件数 約1２万件）
　・広域マップ(30,000部）、夏イベントのちらし(55,000部)を道の駅ほか
　　観光施設、高速道路SA等に配架

６



（単位：人）

イ 平成30年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

・インバウンドについて、山陰インバウンド機構と連携を強化し、大型クルーズ船寄港へ対応、中部への観光ツ
  アーの誘致の検討が必要。
　米子ソウル便「LLCエアソウル」の平成31年3月の搭乗率は82.0%、香港便の散期の平成３1年3月の搭乗率
　73.2％であり、今後も入込が見込めることから、外国人観光客の受入環境整備（Wi-Fi、多言語案内表示、
　免税店の拡大等）を推進していく必要がある。
　また、山陰DMOや観光戦略課との連携を強化し、個人観光客、団体観光客それぞれの誘客を図っていく
　必要がある。
・鳥取中部広域観光ビジョンについては、実現に向けて広域連合と連携し、具体的活動方針を定め、鳥取
　中部観光推進機構がＤＭＯとして機能するよう支援するとともに、育成・強化を図る。

③中部圏域版DMO整備を推進
　　 広域連合と連携し、中部圏域の観光地域づくりを進める観光推進機構のDMO整備を推進

（２）フラダンス全国大会の開催
　　鳥取県中部で、中部地震からの福興のアピールと鳥取中部がフラダンスの聖地化することを目指し、
　ＫＮＴ－ＣＴホールディング株式会社と地元の１市４町が連携して開催した。
　　○時期　平成３０年９月７日（金）～９日（日）
　　○会場　鳥取県中部（主会場：倉吉未来中心）
　　○来場者　（大会）延べ１，４００名（三朝町、湯梨浜町及び琴浦町での関連フラ）延べ４５４名
　　　　　　　　　※北栄町での砂丘フラは荒天のため中止となった。
　　○宿泊者　　延べ６９３名
　　○大会成績等
　　　・コンペティション（競技・２部門）６ハーラウ（フラ教室）参加
　　　　　クプナグループ（４６歳以上（現代フラ））
　　　　　　　第一位　フラ・ハラウ・ピカケ・テルヌマ（境港市）
　　　　　ワヒネグループ（１３歳以上（現代フラ、古典フラ））
　　　　　　　第三位　フラ・ハラウ・ピカケ・テルヌマ（境港市）
　　　・エキシビション（日頃の練習成果の発表会）２１ハーラウ参加
　　　・ワークショップ（カリスマによる直接指導のセミナー）６講習会実施
　○地元フラ教室と協力し、市町観光地においてＰＲ動画を制作した。ＨＰや駅の電子看板に、掲載・ＰＲ
　　を実施した。

　広域連合等と連携を図りながら、以下のような点に留意しつつ、受入環境の整備、観光客誘致等に取り組ん
だ。
　・観光列車「天地」のお迎えなどによる日本遺産三徳山三朝温泉の情報発信
　・クライミングアジア選手権の通訳業務やフラダンス全国大会の開催をきっかけとした新たな観光素材
　　の発掘

・30年は西日本豪雨などの影響により、中部を観光し宿泊していただいた観光客は54万人程度であり、
　29年に比べて95.4％だったが、海外宿泊者は約29000人であり、29年に比べて129.8％に増加した。
・観光における到着地（駅や空港）からの2次交通の整備が重要。その解決策の一つとして岡山県蒜山
　エリアと連携した「めぐるバスツアー」は有効なツールと考えるが、利用実績が少なかった。
　PR方法など検討し、有効なアクセスツールとなるよう課題を解決していきたい。
・日本遺産やフラダンス全国大会の開催などの新しい観光素材について、中部圏域で連携し、効果的に
　観光客誘致につなぐことができた。

④周辺エリアとの広域連携誘客
　○中部周辺エリア外からの誘客や２次交通整備に向けた取組を広域連合、観光推進機構と連携し推進
　　・岡山県蒜山エリアとの連携強化の一環として送客する定期観光バスを運行
　　　　「めぐるバスツアー」　（H30.7.7～H30.9.30・9回運行・31名利用）
　　・B級グルメフェスタ（9/8、9・2000名）
　　・インバウンドへの対応として通訳案内士・通訳・通訳者の登録（中国語26名、韓国語10名、英語16名）や
　　 通訳ガイド業務のスキルアップのための研修を実施

　○日本遺産第１号認定となった三徳山三朝温泉の修景環境整備、情報発信を推進
　　・倉吉駅構内へポスター、懸垂幕配架、総合事務所へ懸垂幕、横断幕配架
　　・倉吉駅前県有広告塔へ掲出
　　・観光列車「天地」お出迎えにおける横断幕配架

［鳥取中部　宿泊客数の推移］
H25 H26 H27 H28 H29 H30

全体 602,967 575,901 600,438 575,791 568,114 542,449
うち外国人 10,036 9,937 18,579 17,872 23,560 29,069

宿泊客数

７



６　主な事業に関する調べ（続き）

（単位：千円）

鳥取元気プロジェクト

元気づくり総合戦略

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

（イ）事業の実施状況

イ　平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　

ウ　成果及び効果

　

エ　課　題

1,178 1,178

・中部地区の企業訪問を行う中で、若い人材の確保が困難であり、県内企業が事業を進める上で支障が出てい
るという声が多くあった。
・学生・生徒への中部地区の企業に関する情報少なく認知度が低いことが、地元就職が少ないことの一因となっ
ている。
・若者の県外流出の防止と県外へ進学した学生の鳥取県中部地区へのＵターン就職を促進するため、帰省の
学生や鳥取短期大学・鳥取看護大学の学生、多くの高校生が利用する倉吉駅で、中部地区の企業の情報を発
信し、県内就職をＰＲする。

・県外へ進学した学生が帰省する時期や学生・生徒が就職活動を行う時期に合わせて倉吉駅の広告媒体等を
利用して情報発信やＰＲを行った。（中部地区の経済団体や県立倉吉ハローワークと協力して実施した。）
①夏季（８月１０日～９月９日）＜中部総合事務所地域振興局の一般事務経費で実施＞（２６１千円）
　〇ポスター掲示（５枚）：県内就職ＰＲ、鳥取県未来人材育成奨学金支援助成
　〇デジタルサイネージ（２か所）：１６企業を紹介
　〇駅でのＰＲ：８月１０日（金）には、所長や商工団体等とともに帰省の多い列車時間に合わせて倉吉駅でチラ
シ等を配布した。

②冬季（１２月２８日～３月３１日）＜中部圏域みんなで地方創生事業費で実施＞（７６８千円）
　〇デジタルサイネージ（２か所）：２０企業を紹介
　〇大型ＰＲ看板
　〇パンフレットラック設置：企業紹介資料や県内就職ＰＲ資料、ＩＪＵ関係資料等を配架
　〇ＨＰでの情報発信：企業紹介（デジタルサイネージと同じ動画をアップ）や県内就職に関する情報を掲載した
サイトを中部
　　地域振興局ＨＰ内に作り、パンフレットラックや配架資料に載せたＱＲコードと検索窓からの誘因を図った。
　※中部圏域みんなで地方創生事業としては、その他、ＯＮＳＥＮ・ガストロノミ－ツーリズム関係事業（事業を記
録し、周知するための映像（ＤＶＤ）等作成、）を実施。（４１１千円）

・若者の就職意欲の高い企業を選定。（就職フェアなどへの参加や県の施策への協力など）
・若者への露出の高い場所、時期を選んで実施。
・冬季の実施では、情報提供できた件数をＨＰアクセス数などで把握し、成果を測定した。

・中部地域の協力企業すべてから高い評価を受け、積極的に協力を受けた。（夏季の事業実施を聞き、冬季へ
の立候補もあった。）
・冬季の実施では、Ｗｅｂサイトを設けた中部地域振興局ＨＰへのアクセスが激増、多くの人への情報発信ができ
た。また、ラックに配架したパンフレット等も多く取ってもらうことができた。
〇ＨＰ閲覧件数：２，３５６件（１２月３７６件、１月８６４件、２月６７２件、３月４４４件）
※１１月の閲覧件数が３７件であったものが、激増しており、情報発信の成果があった。
〇鳥取動画チャンネル閲覧回数：２７５回
〇パンフレット・チラシ減少数：３２４枚
・年末年始に協力いただいた企業からは、２名の応募があり、採用につながったとの報告があった。
・管内の多くの企業から中部総合事務所独自で行うこの取り組みを継続してほしいとの声を受けている。

・中部地区では、求人倍率の高い状況が継続しており、人手不足感が高まっている。特に若い人材の確保に企
業は苦労しており、地域経済の振興と地域活性化のため、雇用対策に取り組んでいく必要がある。
　・この取り組みでは、直接の雇用者数の把握はできないが、情報閲覧者などにより間接的に効果は得られる。
今後は、管内企業などへの聞取りなどにより、効果の把握や企業のニーズをより掴んでいきたい。
・今後は、駅など公共機関に加え、学校などでの学生・生徒への情報提供の方法も検討していく必要がある。

中部圏域みんなで地方創生事業
（倉吉駅での県内就職促進ＰＲ）

　　　―

　　　―

決算見込額
財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

８



７　収入証紙取扱額調べ　

件数 単　価

目 節 細節 （円）

1,640 2,000

3 500

16 2,000

1,659

1,659

1,659

８　収入事務処理状況調べ

　（１）分担金及び負担金  該　当　な　し

　（２）使用料

目 節 細節

土地、建物 16 756,731 756,731 0 0

職員駐車場 12 31,188 31,188 0 0

会議室 6 14,996 14,996 0 0

建物冷暖房加算 11 325,869 325,869 0 0

会議室冷暖房加
算

10 6,890 6,890 0 0

55 1,135,674 1,135,674 0 0

55 1,135,674 1,135,674 0 0

55 1,135,674 1,135,674 0 0

　（３）手数料 該　当　な　し

証紙はりつけ額

3,313,500

訂正

3,313,500

９

（平成３１年４月３０日現在）

備　　考

合　　　　　計

収　　　入　　　科　　　目

（円）

合　　　　　計

行政財産
使用料

総務手数料
企画手数料

収　　　入　　　科　　　目

行政財産使用料

計（節）

1,500旅券手数料 増補

3,313,500

（単位：円）

計（節）

収入未済額 根拠法令名等収入済額

鳥取県行政財産使用料条例

調定金額件数

目　　　計

3,280,000 新規・限定

目　　　計

32,000

不納欠損額

（平成３１年４月３０日現在）

備　　考



　（４）財産収入

目 節 細節

職員宿舎貸付 96 3,548,040 3,548,040 0 0 鳥取県宿舎管理規則

職員宿舎内電柱等貸付 6 10,750 10,750 0 0

公有財産貸付（自動販売機） 2 44,008 44,008 0 0

104 3,602,798 3,602,798 0 0

104 3,602,798 3,602,798 0 0

古紙売払代金 12 305,548 305,548 0 0 個別（相手方との)契約

図書代金 13 49,500 49,500 0 0

県土管内図 1 1,310 1,310 0 0

ピンバッジ代金 4 4,900 4,900 0 0
鳥取県ＰＲ用ピンバッ
チ交付要領

農産物認証シール 15 31,209 31,209 0 0 県刊行物作成要領

45 392,467 392,467 0 0

45 392,467 392,467 0 0

149 3,995,265 3,995,265 0 0

（平成３１年４月３０日現在）

（単位：円）

根拠法令名等収入未済額

物品売払収入

備　　考

１
０

計（節）

件数

目　　計

目　　計

調定金額

財産貸付収入

計（節）

財産貸付収入

物品売払収入

合　　　　　計

鳥取県公有財産事務
取扱規則

不納欠損額収入済額

県刊行物作成要領

収　　　入　　　科　　　目



　（５）諸収入

 

目 節 細節

コピー代金 11 7,141 3,121 0 4,020
情報公開条例第17条
個人情報保護条例第２０条

特殊簡易公衆電話通話
料金

12 2,560 2,560 0 0
特殊簡易公衆電話の通話料金
の取扱いについて（通知）

自動販売機取扱手数料 23 1,534,454 1,534,454 0 0 個別（相手方との)契約

過年度補助金返還 3 148,030 148,030 0 0 鳥取県補助金等交付規則

公有財産の未許可貸付
物件に係る不当利得返還

3 50,000 50,000 0 0 公有財産事務取扱要領

52 1,742,185 1,738,165 0 4,020

52 1,742,185 1,738,165 0 4,020

　（６）用品調達等集中管理事業特別会計

目 節 細節

自動車管理事
業収入

自動車管理事業収入 72 20,590,685 20,588,015 0 2,670
未済は５月以降
に収納済

72 20,590,685 20,588,015 0 2,670

72 20,590,685 20,588,015 0 2,670

光熱水費 14 841,924 795,750 0 46,174
未済は５月以降
に収納済

割当電話料 3 83,435 83,435 0 0

17 925,359 879,185 0 46,174

17 925,359 879,185 0 46,174

89 21,516,044 21,467,200 0 48,844

目　　計

件数 備　　考収入未済額 根拠法令名等不納欠損額調定金額

集中管理事業
収入

目　　計

（平成３１年４月３０日現在）

収　　　入　　　科　　　目

（平成３１年４月３０日現在）

（単位：円）

収入済額

収入未済額 根拠法令名等 備　　考

（単位：円）

収　　　入　　　科　　　目
件数 調定金額 収入済額 不納欠損額

集中管理事業
収入

計（節）

合　　　　　計

１
１

雑　　入 雑　　入

合　　　　　計

自動車管理事
業収入

計（節）

目　　計



（７）　現金の取扱状況

　　　ア　現金取扱状況 （平成３１年４月３０日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

物品売払収入 86,919 33

一般寄附金 100,000 1 ふるさと納税

雑入 5,681 23

192,600 57

　　　イ　つり銭の状況 （平成３１年４月３０日現在）

つり銭の有無 有

コピー代金、特殊簡易公衆電話通話料金

合　　　　　計

つり銭の額（円） 20,000

収入科目（節） 収入済額（円） 件数（件） 備　　　考

図書、県土管内図、ピンバッチ、農産物認証シール代金

１２



９　収入未済額調べ

目 節 細節
27年度
以前

28年度 29年度

（計画的回収債権）
コピー代金

4,020 0 0 4,020 4,020 0 0 3,121 3,121 0 4,020
開示文書コピー代
督促に応じないため

（その他債権）
コピー代金

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 1,735,044 1,735,044 0 0

4,020 0 0 4,020 4,020 0 0 1,738,165 1,738,165 0 4,020

4,020 0 0 4,020 4,020 0 0 1,738,165 1,738,165 0 4,020

１０　未収金回収促進のための取組状況調べ 該　当　な　し

１１　不納欠損額調べ 該　当　な　し

調定額 収入済額

目　　計

収入未済額の調定年度内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　区分　　　収入
科目

雑入 雑入

計（節）

左のうち
収入済額

過　　　　　　年　　　　　　度　　　　　　分

収    入
未 済 額
  　    Ｂ

１
３

不　 納
欠損額

前 年 度
以前から
の繰越額

未  収  理  由

収入未済
額      計

Ａ＋Ｂ

現　　年　　度　　分

収　　入
未 済 額
　        A

（平成３１年４月３０日現在）

（単位：円）



１２　負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

　（１）負担金

（単位：円）

予算科目
（目）

予算額
令達額

支  出  先 負担率 支出年月日 支出金額 備 考

総合事務所費

新規以外のもの 10,000

目  　計 10,000

商業振興費

新規以外のもの 58,000

目  　計 58,000

観光費

新規以外のもの 75,675

目  　計 75,675

合  　計 143,675

（平成３１年４月３０日現在） 

負担金の名称
支出の根拠法令名
等（規約、要領等を
含む。）
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（２）補助金

現年

    予算科目   （計画調査費）　      
  ①　国　補　分 該　当　な　し

  ②　単　県　分

(補助率
：新規10/10)

H30.6.1
外

1,640,174

（補助率
：継続3/4）

1,836,024

単　県  分  計 1,640,174

 事業の内容

補 助 率 及
び

補　助　金
額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年 月 日

－ H30.6.21外トットリズム推進
補助金
（平成２２年度）

鉄道サー
クル「鉄」
外１６団
体

2,650,982

文書ID：
18-
000182
74外

H30.3.20外 －
精算払

外
－

H30.5.17外 H30.6.14外 H30.6.18外

－

トットリズム推進
運動として住民、
団体などが、地域
活性化を図る取
組を支援

備　 考交付申請
年 月 日

完了
年月日

検  　  査
年 月 日 概算払

精算払
の別

支出
年月日

金　　額
審査・現地

調査
年月日

（単位：円）

補助金等の名称
（補助金の
創設年度）

 交付先
間
 

接

補助対象経費

 実施計画
承認又は

内示年月日

 着手
年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況
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    予算科目   （自治振興費）　      

  ①　国　補　分

(H30.4.9)
(補助率
：1/2)

H31.3.22

(H30.4.18)

H30.3.20

国　補  分  計 45,000

  ②　単　県　分

(補助率:1/2)

(補助率:1/3)

(H30.4.2)
(補助率：1/2) H31.3.27

(H30.4.18)
H31.3.29

(H30.4.3)
(補助率：1/2) H30.10.1

(H30.4.18)
H30.10.5

(H30.4.9)
(補助率：1/2) H31.3.15

(H30.4.18)
H31.3.29

(H30.4.3)
(補助率：1/2) H31.3.29

(H30.4.18)
H31.3.29

単　県  分  計 9,274,000

表の補足説明

鳥取県地域で
の空き家確保
支援事業

琴浦町
文書ＩＤ：
18-
00345432

－ － H31.3.28

間
 

接

補助対象
経費

 実施計画
承認又は

内示年月日

－

検  　  査
年 月 日

交付申請
年 月 日

補助率及び
補助金額

 交付決定
年 月 日

実績報告
年 月 日

審査・現地
調査年月日

 事業の内容

45,000

全
部

90,000

金　　額

－

移住者の住ま
いを確保する
ため、市町が
行う空き家確
保を支援。

補助金等の名
称

 交　付　先

（単位：円）

H31.3.22

精算

完了
年月日

H31.3.22

 着手
年月日

概算払
精算払
の別

支出
年月日

H31.3.22

　支 出 の 状 況

1,823,000

H31.4.22
－

H31.4.15

精算 H31.4.22
－

H31.4.11

345,000

H31.4.10

全
部

394,000

－

2,002,000

－

(H30/4/5)
H31.1.28

345,000

－

全
部

3,672,000

文書ＩＤ：
19-
00013611

精算

文書ＩＤ：
19-
00009286

H31.4.11

琴浦町
全
部

4,005,000

－

1,823,000

文書ＩＤ：
19-
00014665

2,002,000

H31.4.22

131,000

H31.4.8

－ H31.4.22

－

H31.4.5

H31.4.10

H31.4.11

80,000精算湯梨浜町
全
部

161,000

－ －

80,000

(H30.4.3)
H31.3.26

H31.4.2

文書ＩＤ：
19-
00020028(H30/4/18)

H31.1.31
H31.4.10

審査・現地
調査年月日

（平成３１年４月３０日現在） 

（単位：円）

備考

備考

文書ＩＤ：
19-
00009318

－

額の確定
年 月 日

45,000

 着手
年月日

支出
年月日

検  　  査
年 月 日

概算払
精算払
の別

実績報告
年 月 日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況
補助金等の名称

（補助金の
創設年度）

補助対象
経費

 事業の内容
補助率及び
補助金額

4,893,000

金　　額

完了
年月日

H31.4.22

－

H31.4.15

精算

－

(H30.4.12)
H31.3.29

－

 交　付　先
間
 

接
交付申請
年 月 日

 交付決定
年 月 日

 実施計画
承認又は内
示年月日

131,000

琴浦町

－

－

H31.4.5

北栄町
全
部

H31.4.5

－

－

－

4,893,000

移住定住推進
交付金
（平成２０年度） 全

部

11,281,000

H31.4.22

－

H31.4.1

－

倉吉市

H31.4.11

－ 精算

みんなで取り
組む中山間地
域計画づくり支
援事業（平成２
９年度）

H31.4.10

精算

H31.4.8 H31.4.8

「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（　）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

地域運営組織づ
くり支援（小さな
拠点を検討する
組織を支援）

中山間地域買物
支援事業（平成
２９年度）
買物支援（移動
販売車運営費へ
の助成）

文書ＩＤ：
19-
00018230

－
690,000

市町の移住定
住に係る取組
への支援

湯梨浜町

－
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    予算科目   （農業総務費）　      

  ①　国　補　分 該　当　な　し

  ②　単　県　分

H31.4.22 192,146

(補助率：1/2) 精算払

(補助率：1/2) 精算払

H31.1.30 220,000

(補助率：1/2) 概算払

H31.4.26 45,000

(補助率：1/2) 精算払

単　県  分  計 457,146

オリジナルメ
ニューづくりを支
援 45,000 H30.11.16 H31.4.5 H31.4.5

－ H31.4.17

H30.11.7 H31.3.31 － 文書ＩＤ：
19-
00016070

オリジナルメ
ニューづくりを支
援 220,000 H31.1.17 H31.3.28 H31.3.28

食のみやこ鳥取
県推進事業費補
助金
（平成２０年度）

ブラン
ナー
ルみささ

90,000
－

－ H31.3.29

H31.1.9 H31.3.18 － 文書ＩＤ：
18-
00354562

 事業の内容
補助率及び
補助金額  交付決定

年 月 日
実績報告
年 月 日

審査・現地
調査年月

日

食のみやこ鳥取
県推進事業費補
助金
（平成２０年度）

倉吉ひな
ビタ♪応
援団

440,000
－

 着手
年月日

額の確定
年 月 日

　支 出 の 状 況

備考交付申請
年 月 日

完了
年月日

検  　  査
年 月 日 概算払

精算払
の別

支出
年月日

金　　額

（平成３１年４月３０日現在） 

（単位：円）

補助金等の名称
（補助金の創設年

度）
 交　付　先

間
 

接

補助対象
経費

 実施計画
承認又は
内示年月

食のみやこ鳥取
県推進事業費補
助金
（平成２０年度）

会席佐藤

384,293
－ －

オリジナル加工品
づくりを支援 192,146

H31.3.29

H30.7.2 H31.3.18 － 文書ＩＤ：
18-
00354511H30.7.9 H31.3.27 H31.3.27

食のみやこ鳥取
県推進事業費補
助金
（平成２０年度） 鳥取いの

しし屋

209,062
－ －

オリジナル加工品
づくりを支援 104,531

H31.4.17

H30.5.22 H31.3.31 － 文書ＩＤ：
19-
00016437H30.5.30 H31.4.11 H31.4.11

１７



    予算科目 （観光費）　      
  ①　国　補　分 該　当　な　し

  ②　単　県　分

概算 H30.6.1 8,000,000

(補助率：１／２) 概算 H30.12.19 7,000,000

(補助率：定額)

(補助率：1/2)

(補助率：定額)

(補助率：1/2)

(補助率：定額)

単　県  分  計 20,938,446

モク・オ・ケア
ヴェ・インターナ
ショナル・フラ・
フェスティバル日
本大会in鳥取支
援事業補助金
（平成３０年度） 概算 H30.5.15 3,000,000
モク・オ・ケア
ヴェ・インターナ
ショナル・フラ・
フェスティバル日
本大会in鳥取の
開催支援

鳥取中部圏域広
域観光連携推進
事業補助金
（平成２８年度）

鳥取中
部ふるさ
と広域連
合

30,000,000
- -

H30.4.17 -
県政推進と密接
に連携した鳥取
中部圏域の広域
観光振興を図る
ための事業

15,000,000

精算

H31.4.11外

櫻杯争奪相撲選
手権大会支援事
業補助金
（平成２４年度） 桜相撲

振興協
議会

H30.10.24 400,000
文書ID：
18-
00007125

H30.4.4 - -

H30.4.12 H30.10.3 H30.10.3

2,303,966
- - H30.10.12

青少年による相
撲競技大会の開
催と全国大会派
遣に関する経費
の助成

400,000

H31.4.15外

精算 H31.4.25 420,000

文書ID：
18-
00084819
外

H30.6.11外 - -

H30.6.20外 H31.3.29外

H31.2.21 H31.2.22

ウォーキング
コース旅行商品
化支援事業補助
金
（平成２９年度） 北栄町

外

3,542,960
- -

ウォーキング
コースを世界に
通用するコース
に磨き上げ、旅
行商品化を支援

1,771,000

ＳＵＮ－ＩＮ未来
ウオークの開催
支援

1,800,000

概算 H30.5.10 1,800,000
文書ID：
18-
00014510

H30.4.10 - -

H30.4.12

H30.6.15 H31.2.27 H31.2.27

SUN-IN未来ウ
オーク開催支援
事業補助金
（平成２４年度）

未来ウ
オーク実
行委員
会

5,827,251
- - H31.2.26

韓国人ウオー
カー誘客促進事
業補助金
（平成２４年度）

ＮＰＯ法
人未来

636,893
- -

SUN-IN未来１０
０ｋｍウオークの
開催支援

318,446

H30.6.8 -

（平成３１年４月３０日現在） 
（単位：円）

備考検  　  査
年 月 日 概算払

精算払
の別

概算

精算

H31.3.1
H30.7.5 1,000,000

文書ID：
18-
00080829

支出
年月日

金　　額

H31.4.23

審査・現地
調査年月日

-

H31.3.4 △ 681,554

3,150,000
-

 事業の内容
補助率
及び

補助金額

間
 

接

　支 出 の 状 況

交付申請
年 月 日

完了
年月日

文書ＩＤ：
18-
00020786

文書ID：
18-
00023945

補助金等の名称
（補助金の
創設年度）

補助対象
経費

 実施計画
承認又は内
示年月日

 着手
年月日

額の確定
年 月 日

 交　付　先

 交付決定
年 月 日

実績報告
年 月 日

H30.4.23 H31.4.17

-

H30.4.16 -

-

H31.4.17

H31.3.28

-

モク・オ・
ケア
ヴェ・イン
ターナ
ショナ
ル・フラ・
フェス
ティバル
日本大
会in鳥取
実行委
員会

3,000,000 H30.4.23 H31.3.26 H31.3.26
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　（３）交　付　金 該当なし

　（４）委　託　料
（単位：円）

予定価格
 (契約年月日)
契　 約　 額

(契約年月日)
契 　約　 額

契約形態

(H30.5.25) H30.5.17
367,200 (免除)

（H30.7.17) H30.7.9
49.8円/㎡ (免除)

（H30.7.17) H30.7.12
51.0円/㎡ (免除)

（H30.7.17) H30.7.12
51.0円/㎡ (免除)

（H30.10.5) H30.10.5
162,000 (免除)

上記の外、契約額が
250万円未満のもの 　

目　　　計 2,059,882
（H29.3.2） H29.2.17 債務負担行為
17,884,800 (免除) ３０年度支払

（H30.8.31） 8,967,670円
17,884,800 文書ＩＤ：19-00012416
（H28.3.3） H28.3.2 債務負担行為
19,440,000 (免除) ３０年度支払

6,480,000円
文書ＩＤ：19-00004396

（H30.2.20） H30.2.20 債務負担行為
2,700,000 (免除) ３０年度支払

900,000円
文書ＩＤ：19-00015167

（H29.2.20） H29.2.17 債務負担行為
2,021,760 (免除) ３０年度支払

（H30.8.31） 673,920円
2,021,760 文書ＩＤ：19-00015623

（H29.2.24） H29.2.7 債務負担行為
1,734,048 (免除) ３０年度支払

584,496円
文書ＩＤ：19-00004398

上記の外、契約額が
250万円未満のもの 4,740,243

目　　　計 ########

584,496

H29.4.1
～H32.3.31

H31.3.31外
精算 H30.5.18外総合事務所費 単県

鳥取県中部総合
事務所機械警備
業務委託

東京都渋谷区神宮前一丁
目5-1
セコム（株）

2,368,116

H31.3.31外
精算 H30.5.18外 673,920

H29.4.1

～H32.3.31

指 H31.4.1外

～H32.3.31

制限付 H31.4.11外
総合事務所費 単県

鳥取県中部総合
事務所建築物環
境衛生管理業務
委託

鳥取市商栄町405番地１
富士綜合警備保障（株）

2,585,520

H29.4.1

H31.3.31外
精算 H30.5.18外 900,000

～H33.3.31

制限付 H31.4.11外
総合事務所費 単県

鳥取県中部総合
事務所電話交換
設備保守点検業
務委託

鳥取市千代水一丁目20
日本テレコム（株）

2,720,952 H30.4.1

H31.3.31外
精算 H30.5.18外 6,480,000～H31.3.31

制限付 H31.4.1外
総合事務所費 単県

鳥取県中部総合
事務所常駐警備
業務委託

鳥取市扇町116
（株）コアズ鳥取支社

19,868,652
H28.4.1

H30.5.18外 8,967,670～H31.3.31
H29.4.1 制限付 H31.4.9外～H31.3.31

精算

随

倉吉市福庭町一丁目288
（株）エバークリーン

24,954,804 H29.4.1 H31.3.31外
精算単県

鳥取県中部総合
事務所清掃業務
委託

　 当　　初　　契　　約

契約期間

H30.10.31
H30.10.22

H30.7.17

H30.10.22

H30.8.23

契約期間
完　 了
年月日

入札等年月日
(契約保証金

納付等年月日)

履行検査
年　月　日

　　 変 更 契 約 （ 最 終 )

１
９

随

総合事務所費

（平成３１年４月３０日現在）

備 　考支   出
年月日

金   　額

支  出  の  状  況

支出
区分

51.2円/㎡
～H31.3.15

H30.5.25

財産管理費 単県

東伯郡湯梨浜町南谷450-
1     有限会社　中本産業
代表取締役　中本　紀昭

倉吉市福庭町一丁目365-
2     （福）和

528,100
財産管理費 単県

県有未利用地に
係る除草等業務
委託（（元）鳥取県
運転免許試験場）

財産管理費 単県
県有未利用地等
に係る除草等業
務委託（2工区）

委託契約の
相　 手　 方

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

183,600

183,600

精算

委託料の名称

H30.7.27外
～H30.10.31

H30.8.8外

財産管理費 単県
県有未利用地等
に係る除草等業
務委託（3工区）

東伯郡湯梨浜町南谷450-
1     有限会社　中本産業
代表取締役　中本　紀昭

51.2円/㎡
H30.7.17

H30.10.22
精算 H30.10.31 377,294～H30.3.15

指 H30.10.22

随 H30.8.2

H30.10.23

県有未利用地等
に係る除草等業
務委託（1工区）

東伯郡北栄町北条島703
西日本産商（株）
代表取締役　日置　公輔

51.2円/㎡
H30.7.17

H30.8.2

財産管理費 単県
旧河北中学校の
樹木伐採

東伯郡北栄町北条島703
西日本産商（株）
代表取締役　日置　公輔

H30.10.5

文書ID：18-00061735
（免許試験場）

H30.8.14 959,929～H31.3.15

～H30.10.31

H30.10.31

162,000 H30.10.29

指

文書ID：18-00110786
（１工区）

文書ID：18-00110886
（２工区）

文書ID：18-00110943
（３工区）

文書ＩＤ：18-00208820

精算 H30.11.20 162,000

精算

193,459精算



予定価格
 (契約年月

日)

(契約年月
日)

契約形態

(H30.5.22) H30.5.17 文書ＩＤ：18-00057021

500,000 （免除）

随 H30.10.3

(H30.11.2) H30.11.1 文書ＩＤ：18-00209768

313,200 (免除）

H30.12.10
345,600

随 H30.12.27

H31.1.25 H31.1.25 文書ＩＤ：18-00282501

46,656 (免除）

随 H31.3.28

上記の外、契
約額が250万
円未満のもの

目　　　計 892,256

２
０

H31.1.25

精算 H31.4.17観光費 単県

次世代トレイルリー
ダーズキャンプド
キュメンタリー映像
ＰＲ業務委託

特定非営利活動法人
ふるさと遊誘駅舎館
理事長　牧野　光照

46,656
～H31.3.31

H31.3.28

　 当　　初　　契　　約

　　 変 更 契 約 （ 最 終 )

契約期間

支  出  の  状  況

46,656

完　 了
年月日

履行検査
年月日

入札等年月日
(契約保証金

納付等年月日)

（単位：円）

予　算　科　目

（目）

国補
単県
の別

委託料の名称 備 　考
契約期間

支出
区分

支   出
年月日

金   　額
委託契約の
相　 手　 方

観光費 単県
次世代トレイルリー
ダーＤＶＤ字幕作成
業務委託

㈱シセイ堂デザイン
代表取締役　植木
誠

345,600
H30.11.2

H30.12.27

精算 H31.1.15 345,600
～H30.12.28 文書ＩＤ：18-00241300
H30.11.2
～
H30.12.28

観光費 単県

中部地区ロングトレ
イルルート策定イベ
ント企画・運営業務
委託

特定非営利活動法人
未来
理事長　岸田　寛昭

500,000
H30.5.22

H30.9.14

概算 H30.6.18 500,000
～H30.9.14 文書ＩＤ：18-00183923



１３　工事請負費調べ　　　　　　　　　　　　　該当なし

１４　財産に関する調べ

　（１）公有財産

　　ア　土　地

　面積（㎡） 価額（円）
増減
別

異動日 面積(㎡） 価額（円） 増減理由
登記

年月日
　面積（㎡） 価額（円）

増加 H H

減少 H H

計 13,026.29 不明 13,026.29 不明

増加 H H

減少 H H

増加 H H

減少 H H

計 3,620.57 不明 3,620.57 不明

合計 16,646.86 不明 16,646.86 不明

前年度末行政・普
通財産の

区分

行政財産

本年度異動状況

不明

（平成３１年３月３１日現在）

機関名又は施設名等

不明

不明東町教職員住宅

不明

備　考

13,026.29

本年度末

倉吉市
東町441-8

所在地

普通財産

不明

不明634.93

                                        ２
１

2,985.64

中部総合事務所

634.93

倉吉市
東巌城町２

13,026.29

2,985.64

上井第三宿舎
倉吉市
上井620-2



　　イ　建　物

　面積（㎡） 価額（円） 増減別 異動日 面積(㎡） 価額（円） 増減理由
登記

年月日
　面積
（㎡）

価額（円）

増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H
増加 H H
減少 H H

計 9,214.47 1,043,646,318 9,214.47 1,043,646,318
増加 H H
減少 H H
増加 H H

減少 H H

計 2,539.87 不明 2,539.87 不明

合計 11,754.34 不明 11,754.34 不明

中部総合事務所
本館北棟

2,701.77

行政財産

6,141,960

（平成３１年３月３１日現在）

635.75

備　考

倉吉市東巌城町
２

2,701.77

378,589,200

中部総合事務所
ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ格納庫

〃

1,546.80 1,546.80

行政・普通
財産の区分

機関名又は施設名
等

所在地
前年度末 本年度異動状況 本年度末

中部総合事務所
本館南棟（講堂棟）

〃 523.98 523.98

中部総合事務所
車庫・倉庫

〃

14.93 14.93

1,506.40 294,852,000 1,506.40 294,852,000

378,589,200

中部総合事務所
渡り廊下

〃 60.67 6,032,000 60.67 6,032,000

中部総合事務所
新館

〃

91,805,138

中部総合事務所
自転車置場１

〃 37.79 1,367,000 37.79

1,486.23 91,805,138 1,486.23

1,367,000

33.00 243,800 33.00 243,800

39,758,000 255.05 39,758,000

中部総合事務所
車庫

〃 165.00 3,500,000 165.00 3,500,000

55,631,100 148.29 55,631,100

中部総合事務所
自転車置場２

〃

中部総合事務所
別館

〃 255.05

中部総合事務所
障がい者用駐車場

〃 24.00 3,360,000 24.00 3,360,000

中部総合事務所
階段室棟

２
２

中部総合事務所
エネルギー棟

〃 635.75

〃 148.29

中部総合事務所
福祉保健局棟

〃

普通財産

上井第三宿舎
倉吉市上井620-
2

529.13

不明

162,366,120

中部総合事務所
渡り廊下

〃 14.86 14.86

中部総合事務所
ハートフル駐車場

〃 59.95 59.95

162,366,120

6,141,960

不明 529.13 不明

教職員住宅
倉吉市東町441-
8

2,010.74 不明 2,010.74



　　ウ　山　林 該　当　な　し

　　エ　動　産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 該　当　な　し

　　オ　物　権 該　当　な　し

　　カ　無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 該　当　な　し

　　キ　有価証券 該　当　な　し

 (２)金券類の受払状況

　ア　金券の受払状況

郵便切手及び
郵便はがき

収入印紙

収入証紙

タクシー
クーポン券

鉄道バスプリ
ペードカード

合　　計

　イ　タクシーチケットの受払状況

12

5,032

円

4,410 1,538 916

4,410 1,538

種　　別
本　　年　　度　　中

受入額 払出額
前年度末

円 円 円

（平成３1年３月３１日現在）

5,032

0

備　　　考本年度末

枚

（平成３１年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数
本　　年　　度　　中

本年度末未使用枚数

枚

916

35,520

31 0 19

0

枚 枚

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

購入枚数

0

使用枚数及び金額

0 0

２３



１５　財産の貸付け及び使用許可調べ
　（１）土地及び建物
　　ア　土　　地

貸付（使用許可）先

単価
本年度の貸
付（使用）料

住　　　　　所
氏　　　　　名

 月額・年額 2/3減免
1,510 文書ＩＤ：17-00274809

 月額・年額

1,510 文書ＩＤ：17-00274809
 月額・年額 2/3減免

1,510 文書ＩＤ：17-00274809
 月額・年額 2/3減免

1,631 文書ＩＤ：17-00274809
 月額・年額 単価＝電線等１本当たりの金額/年

1,500 文書ＩＤ：13-00175642
 月額・年額 単価＝電線等１本当たりの金額/年

1,500 文書ＩＤ：13-00175642
 月額・年額 単価＝電線等１本当たりの金額/年

1,500 文書ＩＤ：14-00124052
 月額・年額 単価＝電線等１本当たりの金額/年

1,500 文書ＩＤ：14-00152977
 月額・年額 単価＝電線等１本当たりの金額/年

1,500 文書ＩＤ：17-00027940

計 34,538

 月額・年額

1,500

 月額・年額

1,500
 月額・年額

1,500
 月額・年額

1,500
 月額・年額

1,500
 月額・年額

1,500
 月額・年額

1,500

計 11,000

合計 45,538

普通財産

文書ＩＤ：18-00345404

鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

文書ＩＤ：18-00313870

〃
倉吉市東町
４４１－８

共架電線2 H31.3.25 H31.3.25
H31.3.25～
H31.3.31

250
鳥取市富安二丁目137
日本海ケーブルネットワーク（株）

125
倉吉市駄経寺町245-6
中国電力（株）倉吉営業所

文書ＩＤ：18-00342609

〃
倉吉市東町
４４１－８

共架電線１ H31.3.1 H31.3.1
H31.3.1～
H31.3.31

125

〃
倉吉市東町
４４１－８

共架電線１ H31.3.21 H31.3.21
H31.3.21～
H31.3.31

単価＝電線等１本当たりの金額/
年、職員宿舎の貸付
文書ＩＤ：13-00162334

倉吉市駄経寺町245-6
中国電力（株）倉吉営業所

〃

文書ＩＤ：12-00187671〃
倉吉市上井
６２０－２

支線柱１
支線１

H30.4.1

H17.4.1
倉吉市東町
４４１－８

電柱1本
支線２条

２
４

H26.4.1

行政 ・普
通財産の

区分

貸　　　付
（使用許可）
目　　　的

倉吉市上井
６２０－２

電柱1本

電柱敷地
倉吉市東町
４４１－８

電柱1本

鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

H25.4.1
H30.4.1～
H35.3.31

3,000
倉吉市駄経寺町245-6
中国電力（株）倉吉営業所

H27.4.1

H26.4.1
H26.4.1～
H31.3.31

4,500
H27.4.1～
H32.3.31

H26.4.1～
H31.3.31

備　考
貸付（使用）料　（円）貸　　　付

（使用許可）
期　　　間

貸　　　付
（使用許可）
年　月　日

当初貸付
（使用許可）
年　月　日

〃 文書ＩＤ：14-00149821

〃

1,500

（平成３１年３月３１日現在）

所　　在
地

数量
又は
面積

倉吉市駄経寺町245-6
中国電力（株）倉吉営業所

1,500

〃 〃
本柱１本
支線１条

H27.2.17 H23.2.22
H27.4.1～
H32.3.31

倉吉市駄経寺町145-6
中国電力（株）倉吉営業所

〃 〃
支線柱１本、支
線柱支線２条

H29.5.9 H29.5.9
H29.5.9～
H34.3.31

4,125
鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

3,000

行政財産

ＬＡＮケーブ
ル

倉吉市東巌
城町２

0.075㎡ H30.3.8 H22.8.18

駐車場 〃 31.4㎡ H30.3.8

H30.4.1～
H31.3.31

503
鳥取市千代水四丁目37
鳥取県土地改良事業団体連合会

1,510
倉吉市昭和町二丁目129
日本郵便（株）倉吉郵便局

503
鳥取市湖山町西四丁目110-5
（公財）鳥取県国際交流財団

郵便ポスト
敷地

〃 0.56㎡ H30.3.8
H30.4.1～
H31.3.31

ケーブル引
込

〃 １㎡ H30.3.8 H22.3.18
H30.4.1～
H31.3.31

電柱敷地 〃
電柱１本
支線１条

H26.3.18
H26.4.1～
H31.3.31

H26.4.1～
H31.3.31

3,000

H29.11.1
H30.4.1～
H31.3.31

17,397
鳥取市千代水四丁目37
鳥取県土地改良事業団体連合会

1,500
鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

3,000
鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

〃 〃
本柱１本
支線１条

H26.3.18
鳥取市湯所町二丁目258
西日本電信電話（株）鳥取支店

〃 〃 支線柱１本 H26.12.4 H26.12.4
H26.12.4～
H31.3.31



　　イ　建　　物

貸付（使用許可）先

単価
本年度の

貸付（使用）料
住　　　　　所
氏　　　　　名

月額・ 年額 10/10減免
820 文書ＩＤ：17-00268291

月額・ 年額 10/10減免
820 文書ＩＤ：17-00268291

月額・ 年額

820
月額・ 年額

820
月額・ 年額

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額 2/3減免

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額 1/3減免

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額 2/3減免

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額 1/3減免

820 文書ＩＤ：17-00268291
月額・ 年額

820 文書ＩＤ：18-00126611

月額・ 年額 10/10減免

820 文書ＩＤ：17-00268291

 月額・年額

25,495 文書ＩＤ：17-00303746
 月額・年額

18,513 文書ＩＤ：17-00293149

計 765,608

月額・ 年額

計 - - - - - - - 0 -

合計 765,608

（２）物品 該当なし

40.58㎡

H30.3.7

H30.3.71.350㎡

貸　　　付
（使用許可）
年　月　日

倉吉市昭和町一丁目59
（株）山陰合同銀行倉吉支店

倉吉市福庭町二丁目23
（公財）鳥取県建設技術センター

鳥取市湖山町西四丁目110-5
（公財）鳥取県国際交流財団

倉吉市東巌城町２
鳥取県中部町村会

鳥取市千代水四丁目37
鳥取県土地改良事業団体連合会

行政 ・普
通財産の

区分

貸　　　付
（使用許可）
目　　　的

所　　在　　地
数量
又は
面積

H30.3.7

〃 H30.3.70.325㎡

3.64㎡

   〃

387,040

H30.3.7

H30.4.1～
H31.3.31

H30.4.1～
H31.3.31

H13.4.1

13,120

3,280

0

H30.3.7

H30.4.1～
H31.3.31

〃 134,480

H30.4.1～
H31.3.31

98,400
H30.4.1～
H31.3.31

H30.4.1～
H31.3.31

S52.11.11

H27.3.5

S52.11.11

H30.4.1～
H31.3.31

ATM置場

2/3減免

当初貸付
（使用許可）
年　月　日

貸　　　付
（使用許可）
期　　　間

貸付（使用）料　（円）

備　考

38.75㎡ H30.3.7

H30.3.7

鳥取市千代水四丁目37
鳥取県土地改良事業団体連合会

（平成３１年３月３１日現在）

S42.4.1
H30.4.1～
H31.3.31

0S42.4.1H30.3.7
倉吉市東巌城町２
鳥取県職員連合労働組合中部支部

花粉自動計測
器設置

〃 6.6㎡

9.94㎡

H12.8.1

倉吉市東巌城町２ 36.060㎡

89.810㎡

〃

〃

   〃

   〃

S42.4.15

H30.3.7

〃 3.3㎡

〃

H22.8.10ＬＡＮケーブル

23.937㎡

鳥取市緑ケ丘二丁目667-14
（株）戸信

岡山県岡山市北区下石井１－４－１
岡山第二合同庁舎
中国四国地方環境事務所

25,495

H30.4.1～
H30.7.31

H30.3.7
H30.4.1～
H31.3.31

H30.3.7
倉吉市東巌城町２
鳥取県中部料理飲食業組合

S42.4.1

H28.12.6

H30.4.1～
H31.3.31

H30.3.30
H30.4.1～
R5.3.31

H30.3.30

事務室

複写機置場 〃

倉庫

〃

〃

鳥取市東町一丁目220
（一社）鳥取県食品衛生協会

45,920

更衣室

39,360

0

   〃

H30.4.1～
H31.3.31

〃

事務室

S42.4.1

２
５

行政財産

〃 〃 1.46㎡ H30.3.27

0.64㎡

自動販売機置場 〃 2.01㎡

普通財産 - - - - - - - -

H30.3.27
H30.4.1～
R5.3.31

18,513
鳥取市行徳一丁目351-2
鳥取ペプシコーラ販売（株）



１６　借受不動産明細調べ

借 受 先

単価
本年度の

借料

 月額・年額

文書ＩＤ：14-00188256

合　計 0

借受期間
住所
氏名

H27.3.16～
県職員の駐
在が終了する
日まで

0
東伯郡北栄町土下112
鳥取中部ふるさと広域
連合

有

（平成３１年３月３１日現在）

区分 種別 借受（使用）目的 所在地
数量又は

面積

契　約　の　状　況

備考
借　　料　（円）

契約書
の有無

建物 鉄骨造
鳥取中部ふるさ
と広域連合への
県職員の駐在

東伯郡北栄町土下112 －

         ２
６



１７　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ

（１）職員住宅
　　ア　管理状況

4戸

2戸

2戸

24戸

　　イ　異動状況

うち減免 うち減免 うち減免

４月 21人 2人 0人 19人 3人 341,600 円

５月 19人 2人 0人 17人 3人 303,383 円

６月 17人 0人 0人 17人 3人 296,300 円

７月 17人 4人 0人 13人 3人 283,672 円

８月 13人 0人 5人 18人 3人 297,292 円

９月 18人 1人 0人 17人 3人 310,860 円

１０月 17人 0人 0人 17人 3人 294,300 円

１１月 17人 0人 0人 17人 3人 294,300 円

１２月 17人 0人 0人 17人 3人 294,300 円

１月 17人 1人 0人 16人 3人 294,300 円

２月 16人 1人 1人 0人 15人 2人 272,700 円

３月 15人 3人 １人 2人 14人 1人 265,033 円

合計 3,548,040 円 3,401,840 円 146,200 円

（平成３１年３月３１日現在）

収入未済額減免状況

倉吉市東町４４１－８

駐車場

上井第３宿舎
（世帯用）

1戸

貸付料（月額）
戸数

1,000円

減免理由は、鳥
取県中部地震の
被災者であるた
め。
減免率１０/１０

収入済額

15,500円

当月末（※）

1,000円東町教職員宿舎

　　　　〃
上井第３宿舎
（単身用・和室）

上井第３宿舎
（単身用・洋室）

2戸

宿舎

　　　　〃

調定額

15,500円

1,000円

1,000円

2戸

20,600円

25,000円

２
７

月別 前月末
当月減 当月増

入居戸数

倉吉市上井６２０－２

16戸

宿舎名 所在地



（２）職員駐車場
　　ア　管理状況

　　イ　異動状況
　　　（行政財産）

うち減免 うち減免 うち減免

４月 ３人 １人 １人 人 人 ２人 ２人 2,610 円

５月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

６月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

７月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

８月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

９月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

１０月 ２人 ２人 ２人 2,598 円 【減免率】１／２

１１月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

１２月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

１月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

２月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

３月 ２人 ２人 ２人 2,598 円

合計 31,188 円 31,188 円 0 円

１８　寄附物件の受納状況調べ 該当なし

該当なし

                               ２
８

１区画の面積(㎡)

12.5㎡

前月末

2,599倉吉市東巌城町２（中部総合事務所）

貸付（使用）料（月額）　（円）

当月減

財産の区分 所在地

当月増

行政財産

普通財産

月別 減免状況

１９　備品の処分状況調べ

当月末
調定額 収入済額 収入未済額

【減免理由】身体的理
由等により自家用車
での通勤がやむをえ
ない場合



２０　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

（１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

現金、有価証券
又は物品名

数量 金額
亡失、損傷
年月日、時

報告
年月日

会計局の
審査結果

23番　鳥取580ひ
７６２１

リース車両

20682円

合　　計 1台 20,682円

（２）物品の照合

自動車 1台 不明

車体底部トランスミッションオイル
パンの損傷。損傷日時、運転者
不明。 公用車スケジュール点検
時に業者が発見し、公用車管理
担当課へ報告があった。業者か
らは損傷の状況から縁石等で
擦ったのではないかということ
だった。

H30.10.24 無

・　有　　　　　・　無

現物確認できなかった物品

　　　（平成３１年３月３１日現在）

同左概要同左場所

不明

個数現物が確認できなかった物品名照合年月日

平成３０年８月１０日
～

平成３０年８月３１日

２９



２１　合同庁舎に入居している団体等の調べ

（平成３１年３月３１日現在）

職員数
(人)

減免率

2 10/10

1 10/10

11 2/3

1 2/3

2 1/3

1 ０

18

年額 39,360

年額 45,920

13.48合　　　計 242.68 年額 606,800

鳥取県中部料理飲食業組
合

3.30

S42.4.1 6.60

（公財）鳥取県国際交流財
団

3.30

S42.4.1 3.30

（一社）鳥取県食品衛生協
会

40.58H13.4.1

共益費の負担方法 備　考

18.03

年額 387,040

38.75

・電気料金は、面積
　割り
・ガス、上下水道料
　金は、職員数割り
・冷暖房料は、
　使用料（減免前）
×
　（冷暖房日数/365
　日）×0.45

　国際交流財団の
冷暖房料は、入居
している別館の冷
暖房設備が電気の
みで稼働している
ため、0.45を0.31に
変更して算出する。

H30.7.3
1まで

40.58 年額 134,480

10.67

年額 0

年額 0

鳥取県土地改良事業団体
連合会

S42.4.1 36.06

38.75

許可使用料
（月又は年

額）

鳥取県職員連合労働組合
中部支部

S52.11.11 117.39

団　　体　　名
職員１人
当たりの
面積(㎡)

当初入居
の年月日

面積
(㎡)

鳥取県中部町村会 S42.4.1

３０



２２　主な事務事業の実施状況

　（１）管内地方機関及び市町との連携

区　　分

倉吉市

琴浦町

北栄町

共通

　　各市町の観光パンフレットへの記載や大会プログラム等にロゴマークを掲載

・市町等が開催する各種イベント等に事務所職員が参加
　　みつぼし踊り等

・県立美術館の開館を見据えた中部官民による応援組織「県立美術館と共に歩む中部地区の集い協議
会」（事務局：鳥取中部ふるさと広域連合）へ参画。

・東日本大震災の被災者受入れに当たり、管内市町と連携して支援体制を継続

・同和対策に関する郡部担当課長(理事)会議開催

　　東伯郡同和対策協議会の構成員である各町の同和対策担当課と協議・連携し、啓発活動等を実施

・三徳山世界遺産登録運動推進

・中西部地域におけるジビエ利用の推進を一層図るため、関係団体・県市町等で構成する「ほうきのジビエ
推進協議会」を食のみやこ推進課と連携して運営支援。

・倉吉市中心市街地活性化協議会（事務局：倉吉商工会議所）へ参画し、協議会の動きを把握するとともに
所内で情報共有

主　　な　　内　　容

・小松新町政の発足を機会に、琴浦町及び当所幹部職員が一同に会して地域振興課題について意見交
換。

・旧以西小学校の利活用に係る以西地区報告会に参加するとともに、以西地区振興協議会設立準備委員
会にオブザーバーとして参加し、ワークショップなどを通じて町や地元住民と一緒になって検討を推進。

・町地域協議会連絡会へ参画し、防災（支え愛マップ）、関係人口、小さな拠点づくりなどについて、情報提
供・助言を実施した。

・灘手地区での買い物施設の運営、中心市街地内での空き家の利活用、関金地区での民泊、社地区での
空き家の利用による民泊などの相談・計画について、市と連携して、情報提供、助言を実施した。

・中部地区行政振興協議会の知事要望への対応

　　中部管内各市町の首長及び議会議長で構成する協議会の知事要望の調整等を実施

・北栄町まんがのまちづくり企画委員会へ参画し、イベントの企画等を支援
・伸びのびトークを開催し、知事・町長・参加団体等とコナンのまちづくりについて意見交換。

三朝町

・三朝町及び当所幹部職員が一同に会して地域振興課題について意見交換。
・三徳山の世界遺産登録に向けた情報発信
・H27年4月に認定第1号となった日本遺産三徳山・三朝温泉の情報発信
・日本遺産三徳山三朝温泉を守る会（旧称：三徳山を守る会）へ参画

湯梨浜町

・町の行政や民間団体で組織する「東郷湖・未来創造会議」に参画し、東郷湖周辺の環境・景観・観光の取
組を協働・連携して実施。

・泊地域小さな拠点検討協議会にオブザーバーとして参加し、検討内容を把握するとともに、必要に応じて
情報提供、助言を実施。

３１



　（２）広聴、広報等

　　ア　県政相談等の処理（平成３０年４月～平成３１年３月末）

（単位：件）　

受付区分 Eメール FAX 書面
専用

フォーム
専用用

紙
電話 来庁 その他 計

件数 9 4 11 19 5 14 6 3 71

　　イ　情報公開・個人情報保護（平成３０年４月～平成３１年３月末）

14件

0件

　　ウ　人権相談

　　    　

　　   

　　（ア）相談件数（平成３０年４月～平成３１年３月末） 　　　（単位：件）

同和
問題

外国人 障がい 子ども 女性 高齢者 行政 労働者 疾病 その他 計

面接 2 0 8 6 2 7 4 0 1 19 49

電話 0 0 2 0 0 0 5 0 0 11 18

封書、E-mail 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 3

計 2 0 11 6 2 7 9 1 1 31 70

　　（イ）対応状況（平成３０年４月～平成３１年３月末）（単位：件）　

40 0 0 8 48

　（３）　ＮＰＯ、ボランティアとの協働

　　　　　　　ＮＰＯの設立に向けた事前相談及び認証をはじめとする特定非営利活動促進法に基づく事務を行った。

　　　　　　　ＮＰＯの設立に向けた事前相談及び認証をはじめとする特定非営利活動促進法に基づく事務を行った。

　　　　　　（平成３1年３月末現在　認証ＮＰＯ団体数：３7団体）

（平成３1年３月末現在　認定ＮＰＯ団体数：１団体）

他機関
(県の機
関）の
紹介

他機関
（県以
外）の
紹介

　また、県各所属の人権問題職場研修及び他自治体の職員、社会福祉協議会、行政相談員、人権擁護委
員、民生委員等を対象にした研修会講師を務めながら、人権啓発に努めるとともに人権相談窓口のPRを
行った。（平成30年度米子市職員をはじめ17回講演）

その他 計

　併せて、ＮＰＯ及び各団体からの活動に係る相談や県との協働事業の調整を（公財）県民活動活性化セン
ターと連携して行った。

情報提供・
助言

公文書開示請求件数

個人情報開示請求件数

　平成２０年４月から人権相談窓口を設置し、職員１名及び人権相談員（非常勤職員）１名で人権に関する
相談を受け、助言、情報提供、各相談機関への紹介等を行っている。

　平成２８年度から管域圏域の相談に積極的に対応するため、出張相談会を実施した。Ｈ３０年度は湯梨浜
町と連携し相談会に引き続き参加した（毎月１回）。

区分
人　　　権　　　相　　　談　　　内　　　容

３２



　（４）国際交流の推進

ア

イ 　旅券発行件数 （平成３０年４月～平成３１年３月末）
（単位：件）

　（５）地域振興

(事例） 東郷湖ドラゴンカヌー大会、東郷湖周辺の環境活動、燕趙園周辺ゾーンの賑わいづくり検討会

ＳＵＮ－ＩＮ未来ウォーク、各種文化催事等

　（６）中山間（まちなか）振興・移住定住推進

ア 　中山間振興

（ア）地域づくり研修会の開催

　　　

（イ）総合事務所チームの連携

（ウ）地域活動組織、団体等の取組支援

イ 　まちなか振興

ウ 　移住定住の推進

　　

　倉吉市の市民提案型協働プロジェクトの取組として、市主催の研修会・講演会等に出席し、地域課題の情報
共有に努めた。

　移住定住推進のツールとして活用されているお試し住宅について、管内の取組状況を確認した（管内６物
件）。また、複数の市町による移住ツアーの開催を働きかけた。

　地域の活動組織、市町担当者等を対象に、「住民主体の地域づくり」を実践している事例紹介など「安心して
暮らし続けられる地域づくり」をテーマに開催した(1月、99名参加)。

　中山間地域振興について共通認識を持って取り組むため、チーム連携会議を開催した（８月）。

　また、琴浦町旧以西小学校の活用検討、古民家を活用した民泊検討及び地域おこし協力隊が任期満了後に
取り組んでいる関金ワサビの無菌苗生産の取組等について、関係局と情報共有しながら支援した。

　湯梨浜町小さな拠点検討協議会、琴浦町古布庄地域振興協議会及び琴浦町以西地区振興協議会設立準
備委員会等に対して、運営等について助言した。

一般旅券の紛失届 6 -

　中部振興課職員が公益財団法人鳥取県国際交流財団倉吉事務所長及び副所長を兼務。民間国際交流団体
等への助成金交付や情報提供により支援を行った。

区分 申請受付件数 交付件数

一般旅券の発給

1,659

一般旅券の査証欄の増補 3 3

一般旅券の限定旅券の発給

1,666

　東郷湖を核とする周辺地域の活性化や地域資源を活用とした取組の推進、人材の活用等に向け、市町や民間
団体の活動支援やＰＲに努めた。

0 0

合計

1,638 1,640

一般旅券の記載事項の訂正 19 16
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（７）商工業の振興等

　ア　企業訪問の実施

  ・誘致企業等への訪問（平成３１年３月３１日現在）

　イ　各種統計調査の実施

（調査期限：平成３０年７月２０日）

区分 対象組合数

中部地区 50

県　　　計 320

　景気の動向並びに企業経営等の現状と問題点及び行政への要望を把握するとともに、誘致企業など
管内企業の増設案件の発掘などを行うため、関係機関と連携し管内企業を訪問した。

（平成３０年７月２０日現在）

調　査　名

訪問企業数 うち増設案件数

124 10

内　　　容

労働組合基礎調査
組合数、組合員数等
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ウ　雇用の安定

　（ア）高等学校新規学卒者の採用要請

製造 卸・小売 サービス 建設 その他 合計

9 5 12 5 3 34

・新規高校卒業者離職状況 
平成29年3月高等学校卒業者：4,807人（1）　そのうち就職内定者：1,232人（2）　内、県内就職956人(県内就職率77.6%)
（2）のうち平成30年3月時点での離職者数：149人（3）　　離職率（3）/（2）＝12.1％
（3）のうち平成30年3月時点での再就職者数：67人

　（イ）倉吉駅での県内就職促進ＰＲにかかる協力要請及びＰＲ実施企業

製造 卸・小売 サービス 建設 その他 合計

7 0 7 2 0 16

10 1 5 2 2 20

エ　労働福祉の推進

  （ア）　鳥取県育児・介護休業者生活資金の貸付

（平成３1年３月３１日現在）
件数

　（イ）　青年経済団体への加入

［加入概要］

加入時期

［参画状況］

［協働取組事例］

　

［参画状況］

［協働取組事例］
　 スポーツクライミングユース大会でのおもてなしブース出店、鳥取県中部地震から１年の節目の復興イベントとし

て「夢フェス」開催等。

毎月開催される委員会、例会等に参加し、メンバーと共に、地域振興につながるイベント企画等に取り組んだ。

要請時期

H30.8.21～H30.9.20

・要請企業の選定
雇用政策課や県立鳥取ハローワークからの高卒求人要請の企業訪問依頼はなかったが、当該年度は独自に
訪問を計画した。H３０年７月時点で次年度高卒者の求人票提出を期待できる事業所を中心に、県立倉吉ハ
ローワークと連携して訪問。中部管内の３４事業所に訪問し、求人要請を行った。なお、近年は求人を出しても
応募が無いとの声が多数あることや離職率が高いことをふまえ、若手社員の定着や働き方改革に対する取り
組みのヒアリングや県施策の説明を中心に訪問した。

要　請　企　業　数

ＰＲ実施時期
実　施　企　業　数

地域振興局中部振興課　主事　馬壁大志
(H30.4～H31.3）

H30.8.10～H30.9.9

H30.12.28～H31.3.31

・人材確保が困難であるという多くの地元企業の声を受け、中部総合事務所独自に地元企業の情報を紹介す
るため、採用に積極的な企業を訪問し、協力を求めた。

内定金額(円） 摘　　　　要

0 0
 ・貸付限度額１００万円　 ・利率　年１．０％
 ・返済期間：育児・介護休業終了後５年以内

毎月開催される委員会、例会等に参加し、メンバーと共に、地域振興につながるイベント企画等に取り組んだ。

・新美術館の機運向上のため倉吉市内小学生2500名によるモザイクアート制作の企画実施及び新美術館候補
地への設置をはじめとした新美術館への関心を高める事業を実施。その他、地域観光資源の魅力発信や新資
源を探求を行い地域活性化に向けた活動の実施等。
・11月のクライミングアジア選手権大会で海外からの方々をはじめとした参加者、観客へのおもてなしに協力し、
大会の成功に寄与した。

　商工業者の後継者や、地域づくりの担い手である青年で構成される経済団体においては、地域経済の活性化
を図るための方策について、研究や事業の企画・実施を行っている。

　県もこれら青年経済団体の活動に参画し、協働により地域課題の解決を図っていくとともに、次世代を担う若
手経済人との協働経験をその後の日常業務に活かすため、中部総合事務所職員も青年経済団体へ加入して、
各種活動に取り組んだ。

加入団体 所属委員会 H３０年度加入職員

H20.8 倉吉商工会議所青年部 くらよし未来づくり委員会
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　（８）農商工連携の推進

ア　 農商工連携チーム会議の開催状況

開　催

参集者

概　要 こらぼ案件の設定及び進捗状況報告

支援件数 ５件

イ　 現地支援チームの支援案件

関係機関数

中部産果実の加工品の販路開拓 ２機関

４機関

農産物加工所の円滑な稼働に向けた支援 ４機関

中部商談会の開催 農産物及び加工商品の販路拡大に向けた支援 ５機関

ウ 　試食販売会の開催

日時　平成３１年３月９日（土）　午前１０時から午後６時

場所　サンインマルイ上井店　店舗内（倉吉市伊木254-1）

　（９）危機管理の対応

　（１０）東日本大震災等の県内避難者への支援

　　　ア　東日本大震災関係

●支援金支給状況 （平成３１年４月３０日現在） 

件数

13

6

●避難者の状況（中部地区）
４世帯（７人）　いずれも倉吉市　※平成３１年４月末現在

　　　イ　熊本地震関係

●支援金支給状況 （平成３１年４月３０日現在） 

件数

1

●避難者の状況（中部地区）
なし　※平成３１年４月末現在

平成30年5月29日

支援金の名称 支給額（千円） 摘要

熊本地震避難被災者 生活支援金

摘要

13世帯（36人）　※30年度の支給なし

６世帯（15人）　※30年度の支給なし東日本大震災避難被災者 生活再建支援金

支給額（千円）支援金の名称

○市町、防災関係機関（消防等）との連携

１世帯（１人）　※30年度の支給なし

2,950

750

100

　中部総合事務所は、災害時の中部地域の拠点として、地震や風水害等への災害対策・防災体制を整備した。
　平成２８年１０月２１日に発生した鳥取県中部地震については、発生直後に災害対策本部中部支部を立ち上げて
運営にあたるとともに、平成２９年度は中部地震復興本部事務局と連携し、被災者や市町のバックアップを行った。
　また、自然災害や鳥インフルエンザ対応などの訓練を実施した。

○災害対策中部支部マニュアル等の整備

○鳥インフルエンザ対応訓練の実施（参加職員１３８人・市町・建設業者等見学者２５人）

〇原子力防災訓練

東日本大震災避難被災者 生活支援金

商品

いいだファーム ブラックベリージャム、ブラックベリードリンク、冷凍果実

宝福一㈲ 福ノ誉3種（じゃことらっきょうの生ラー油、くだき梅らっきょう、旨辛らっきょう味噌）、親がにのみそ汁

中部総合事務所地域振興局、農林局、市場開拓局食のみやこ推進課

テーマ名 支　　援　　概　　　要

主に干し柿の貯蔵技術開発、商品開発等による販路開拓を支援

ウマズラハギの陸上養殖の研究開発及び
加工品の商品開発並びに販路開拓

ウマズラハギの陸上養殖の研究開発、商品開発の支援

おにぎり専門店俵屋 焼きおにぎり（ネギ味噌の焼きおにぎり、醤油の焼きおにぎり）

㈱中原醤油店 だし調味料（料理自慢）、醤油（濃口しょうゆ、淡口しょうゆ、魚の漬け醤油）

栽培指導等による生産体制支援

出店者

鳥取県中部管内の食品加工事業者等が、農商工連携等で作った食品加工品の販路開拓・消費者への情報発信
のため、試食販売会を開催した。
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　　　ウ　平成３０年７月豪雨関係
●支援金支給状況 （平成３１年４月３０日現在）

件数

1

●避難者の状況（中部地区）
なし　※平成３１年４月末現在

２３　意見、要望等
　（１）業務に関する意見・要望等 特になし

　（２）監査委員事務局に対する要望等 特になし

100 １世帯（１人）

支援金の名称 支給額（千円） 摘要

平成３０年７月豪雨避難被災者 生
活支援金
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